
（法第10条第1項関係様式例） 

 

        平成平成平成平成２２２２２２２２年度事業計画書年度事業計画書年度事業計画書年度事業計画書 

 

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで 

 

特定非営利活動法人 つくば臨床検査教育・研究センター 

 

１ 事業実施の方針 

平成２２年度は、セミナーの開催及び出張講義、説明会等を実施し、地域の関係機関に対

して本法人設立及び事業内容の説明・周知を中心に活動し、参加者・利用者の獲得を進める。

また、プログラムや教材の作成等の事業活動に必要な各種事業準備を継続して行う。 

 

２ 事業の実施に関する事項 

 (1)特定非営利活動にかかる事業 
 

事 業 名 事 業 内 容 
実施 

予定 

日時 

実施 

予定 

場所 

従事者

の予定

人数 

受益対象者

の範囲及び

予定人数 

支 出

見込み

額(千円) 

セミナーの開催 

H22/3 、

H23/1 

（計2回） 

1回目：筑波

大学 

2回目：本法

人事務所施

設 

10名 

医療関係施

設を中心と

した一般人

（200人） 

卒前臨床実習プロ

グラムの企画・立案 
通年 

関東近辺の

医療関連施

設及び臨床

検査関連の

教育施設。 

5名 － 

大学等への出張講

義 
年2回 

臨床検査技

師教育を行

う大学等 

2名 

臨床検査技

師教育を受

ける学生 

臨床検査 

教育支援事業 

職場体験コース 

（インターンシッ

プコーディネート） 

H23/1 
協力施設各

所 
3名 学生（10名） 

 

 

 

9,215 

臨床検査技師 

生涯教育事業 

臨床検査技師の職

能向上のための講

座開設準備 

（カリキュラム策

定） 

通年 本法人内 5名 － 160 

 



医療関連施設等へ

の出張勉強会 

通年 

（ 8 回 程

度） 

茨城県内 3名 
医療関連施

設の職員等 

研究企画連絡室の

運営 
通年 本法人内 3名 

医療関連施

設等 

研究支援事業 医療関係施設間の

臨床検査データの

相互利用の促進に

関する調査 

通年 

茨城県内 

医療関連施

設 

2名 

茨城県内 

医療関連施

設 

70 

 

 

 (2)その他の事業 

 

実施しない。 

 


